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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

（全般の概況）

当連結会計年度における世界経済は、米国での緩やかな景気回復が続いた一方で、米国新政権による経済政策

の影響、英国のＥＵ離脱問題をはじめとする欧州の政情不安や中国の景気動向などのリスク要因により、先行き

不透明な状況となっております。

わが国経済においては、企業収益や雇用・所得環境の改善により緩やかな回復傾向となりましたが、海外経済

の不確実性への懸念から金融資本市場の変動の影響にも留意が必要な状況となっております。

当社グループの属する産業防災保安機器業界におきましても、主要顧客の設備投資に対する持ち直しもある一

方、企業間競争が激しく、厳しい市場環境下で推移しました。

このような情勢のなかで、当社グループは、生産の合理化による原価低減、徹底した経費の削減、積極的な営

業活動の展開、新製品開発への積極的投資、品質管理体制及びサービス体制の充実に取り組んで参りました。

これらの諸施策の結果、当連結会計年度の売上高は233億５千７百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は40

億円（前年同期比10.7％増）、経常利益は41億７千５百万円（前年同期比8.1％増）、親会社株主に帰属する当期

純利益は41億２千７百万円（前年同期比60.3％増）となりました。

　

（機種別の売上の概況）

機種別の売上の概況は、以下のとおりとなっています。

定置型ガス検知警報機器定置型ガス検知警報機器定置型ガス検知警報機器定置型ガス検知警報機器定置型ガス検知警報機器

昨年度に引き続き、国内の大手半導体工場に加え、中国・台湾・韓国を中心とした海外の大手半導体工場の

設備投資が好調であったことから、「スマートタイプガス検知部 ＧＤ－７０Ｄ」が販売数を伸ばしました。

　また、昨年度に引き続き、中国向けのリチウムイオン電池製造装置メーカー向けに、「炉内セフティモニタ

ー ＳＤ－２５００」が販売数を伸ばしました。

この結果、売上高は149億７千８百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

可搬型ガス検知警報機器可搬型ガス検知警報機器可搬型ガス検知警報機器可搬型ガス検知警報機器可搬型ガス検知警報機器

最大６種類のガスが同時検知可能な「ポータブルマルチガスモニター ＧＸ－６０００」が昨年度に引き続

き、国内外で好調に販売数を伸ばしました。

　また、本格販売開始となった「ハンディタイプガスリーク検知器 ＳＰ－２２０ＳＣ」も国内外の半導体材

料ガスを供給するガス業界、及び使用する半導体業界を中心に販売数を伸ばしました。

　しかしながら、為替変動の影響を受けたことから、海外向けのポータブルガス検知器全体の売上高は減少と

なりました。

この結果、売上高は71億８千９百万円（前年同期比5.9％減）となりました。

その他測定機器その他測定機器その他測定機器その他測定機器その他測定機器

麻酔ガスやくん蒸ガスを始め、各種ガス濃度の精密測定が可能な「光波干渉式ガスモニター ＦＩ－８００

０」の販売数が好調に推移しました。しかしながら、「大気中光電子分光装置 ＡＣ－３」の販売数が、国内

外の研究機関や大学向けの販売が好調だった前期ほどは伸びず、全体の売上高としては減少となりました。

この結果、売上高は11億８千９百万円（前年同期比9.1％減）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して47億７千５百万円増加し、479億１千６百

万円（前連結会計年度末比11.1％増）となりました。

流動資産につきましては、現金及び預金が３億３千１百万円増加、受取手形及び売掛金が６億６千３百万円減少、

電子記録債権が４億３千４百万円増加、有価証券が４億２千７百万円増加、商品及び製品が６億３千９百万円増加、

仕掛品が２億３千８百万円減少しております。

固定資産につきましては、営業所事務所の売却等により、建物が１億１千万円減少、土地が１億１百万円減少し

た一方、本社新社屋の建設着手金支払い等により、建設仮勘定が20億３百万円増加しております。

投資その他の資産につきましては、投資有価証券が３億５千１百万円増加しております。これは、保有株式の含

み益が増加した一方、米国関係会社のRKI INSTRUMENTS,INC.の株式追加取得により投資有価証券勘定に含まれる関

係会社株式が４億７千５百万円減少したこと等によります。

負債につきましては、前連結会計年度末と比較して２億３千１百万円増加し、90億１千９百万円（前連結会計年

度末比2.6％増）となりました。

純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して45億４千３百万円増加し、388億９千７百万円（前連結会計

年度末比13.2％増）となりました。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、15億８千６百万円増加し、103億８千

３百万円（前連結会計年度末比18.0％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益52億４千６百万円、減価償却費７億８千９百

万円、売上債権の減少額４億３百万円があった一方で、段階取得に係る差益11億１千２百万円、法人税等の支払

額11億２百万円があったこと等により、前連結会計年度と比べ収入が６億７千６百万円（19.6％）増加し、41億

３千７百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入31億９千９百万円、定期預金の払戻による

収入９億６千３百万円があった一方で、有形固定資産の取得による支出24億３百万円、有価証券の取得による支

出21億９千９百万円があったこと等により、前連結会計年度と比べ支出が23億９千６百万円（60.5％）減少し、

△15億６千４百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入４億円があった一方で、配当金の支払額５億３

千３百万円、長期借入金の返済による支出４億１千万円、リース債務の返済による支出２億３千８百万円があっ

たこと等により、前連結会計年度と比べ支出が８百万円（1.0％）増加し、△７億８千２百万円となりました。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 78.2 79.3 79.4 79.6 79.7

時価ベースの自己資本比率（％） 43.7 58.2 78.7 55.1 82.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.2 1.0 1.2 0.8 0.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 47.7 66.8 59.0 92.1 128.9

自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。

　

（４）今後の見通し

今後のわが国経済は、景気は緩やかに回復するものと予想される一方、英国のＥＵ離脱や米国新大統領政策の

実現性、北朝鮮問題などの地政学的リスクの高まりに伴う世界経済への下振れ影響、新興国の景気低迷等により、

世界景気の先行きの不透明感は引き続き続くものと考えられます。

産業防災保安機器業界におきましても同様の懸念材料が考慮され、円高傾向懸念の影響を受けた企業の投資抑

制が予想され、厳しい経営環境で推移するものとみております。

このような状況のもと、当社グループは結束力を高め、防災保安機器メーカーとして品質管理体制並びにサー

ビス体制の更なる充実、ユーザーニーズを的確にとらえた新製品の開発、生産体制の効率化と省力化による原価

低減、一層徹底した経費削減に努めると同時に国内外での積極的な販売活動を展開し、全社をあげて今後の業績

確保を図ってまいります。

平成29年度の連結業績予想は、次のとおりであります。

売上高 　 ２７０億円 （前期比 １５.６％増）

営業利益 　 ４８億円 （前期比 ２０.０％増）

経常利益 ４７億円 （前期比 １２.６％増）

親会社株主に帰属する

当期純利益
３６億円 （前期比 １２.８％減）

なお、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、実際の業績

は様々な要因により予想値と異なる場合があります。
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２．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして考えており、配当性向並びに株主資本配当

率、財務状況等を総合的に勘案し、継続した安定配当を行うことを基本方針としております。

また、内部留保資金につきましては、研究開発、製造設備の更新、販売・サービス網の拡充等、今後の事業展開

のために投資し、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様へ還元できるものと考えております。

上記の方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき２円増配し、１株当たり13円とさせていた

だく予定です。これにより、中間配当金11円を加えた年間配当金は１株当たり24円となります。

また、次期の配当につきましては、１株当たり24円（うち、中間配当12円）を予定しております。

　

３．企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社５社で構成され、ガス検知警報器の製造、販売及びこれに係わる

アフターメンテナンスサービスの事業活動を展開しており、これらの事業を１セグメントとしております。

事業の過半を占める当該事業の系統図は、次のとおりであります。
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４．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、産業防災保安機器メーカーとして、「人々が安心して働ける環境づくり」を永久のテーマとし

て社会の発展に貢献することを経営理念とし、良き企業市民として、法令遵守と環境保全に努め社会的責任を果た

すため、以下の５つの経営方針を掲げております。

　

・技術の開発と経営の合理性から、適正な利益を追求し、持続的な発展を目指す

・お客様には、高品質の製品と充実したサービスを提供し、安全な環境づくりに貢献する

・株主には、長期的視点に立った企業価値の向上をもって報いる

・取引先とは、安定した取引を目指し、共存共栄を図る

・従業員には、生活の安定と労働環境の向上をもって報いる

（２）目標とする経営指標

事業活動における収益性の向上と同時に、資本効率の向上を図るため、営業利益及び自己資本当期純利益率

（ROE）を重視しております。

　

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

当社グループは、中長期的な目標として産業用ガス検知警報器分野で国内のトップメーカーから、世界のトップ

メーカーを目指し、①競争力（価格・技術・品質）の強化、②販売サービス体制の充実を積極的に推進しておりま

す。

競争力強化の具体策としては、自社独自の技術による新製品の開発により、「多機能化」、「小型化」、「高信

頼性」を実現する製品差別化戦略で、価格・技術・品質面での競争力の強化を目指します。

販売サービス体制の充実につきましては、全国各地に営業所、サービスステーションを配置し、運用面での技術

指導から保守点検に至るまで万全なサービスネットを構築し、ユーザーニーズを素早くキャッチアップする体制を

さらに強化する方針であります。

　

（４）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

　

５．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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６．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,491,922 5,823,354

受取手形及び売掛金 8,590,787 7,927,023

電子記録債権 1,403,151 1,837,309

有価証券 7,500,213 7,928,178

商品及び製品 1,412,974 2,052,685

仕掛品 1,336,881 1,098,272

原材料及び貯蔵品 339,647 328,447

繰延税金資産 594,512 529,745

その他 327,105 356,771

貸倒引当金 △3,948 △5,114

流動資産合計 26,993,246 27,876,672

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,785,495 8,754,268

減価償却累計額 △3,510,239 △3,599,771

建物及び構築物（純額） 5,275,256 5,154,496

機械装置及び運搬具 950,727 974,910

減価償却累計額 △717,044 △758,025

機械装置及び運搬具（純額） 233,683 216,884

土地 4,198,103 4,096,461

リース資産 1,689,461 1,769,164

減価償却累計額 △1,156,609 △1,313,689

リース資産（純額） 532,852 455,475

建設仮勘定 36,788 2,040,323

その他 2,502,851 2,640,756

減価償却累計額 △2,229,326 △2,279,894

その他（純額） 273,525 360,861

有形固定資産合計 10,550,208 12,324,504

無形固定資産

ソフトウエア 270,332 206,507

ソフトウエア仮勘定 － 224,621

のれん － 1,367,527

その他 18,042 18,042

無形固定資産合計 288,374 1,816,698

投資その他の資産

投資有価証券 3,601,721 3,953,691

退職給付に係る資産 608,289 731,785

繰延税金資産 801 36,037

その他 1,103,994 1,181,629

貸倒引当金 △4,875 △4,193

投資その他の資産合計 5,309,929 5,898,950

固定資産合計 16,148,513 20,040,153

資産合計 43,141,759 47,916,825
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,313,666 2,148,012

短期借入金 955,000 945,000

1年内償還予定の社債 － 400,000

リース債務 226,399 206,995

未払費用 339,527 405,022

未払法人税等 612,518 559,142

繰延税金負債 － 2,613

賞与引当金 823,851 949,864

製品保証引当金 102,750 120,119

受注損失引当金 1,532 44,261

その他 1,181,285 1,204,436

流動負債合計 6,556,531 6,985,469

固定負債

社債 400,000 －

長期借入金 850,580 850,580

長期未払金 128,136 86,567

リース債務 377,380 311,136

繰延税金負債 428,630 729,269

退職給付に係る負債 － 50,910

資産除去債務 － 2,254

その他 46,000 3,000

固定負債合計 2,230,727 2,033,718

負債合計 8,787,258 9,019,188

純資産の部

株主資本

資本金 2,565,500 2,565,500

資本剰余金 2,826,219 2,826,219

利益剰余金 27,967,482 31,565,262

自己株式 △270,115 △268,999

株主資本合計 33,089,085 36,687,981

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 925,384 1,380,726

為替換算調整勘定 340,031 118,417

その他の包括利益累計額合計 1,265,415 1,499,143

非支配株主持分 － 710,511

純資産合計 34,354,501 38,897,637

負債純資産合計 43,141,759 47,916,825
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 23,417,776 23,357,672

売上原価 13,253,865 12,896,774

売上総利益 10,163,911 10,460,898

販売費及び一般管理費

支払手数料 412,716 427,550

広告宣伝費 111,844 97,787

給料及び手当 1,879,308 1,881,663

賞与引当金繰入額 243,666 249,782

退職給付費用 207,410 77,797

研究開発費 1,435,896 1,438,950

減価償却費 176,569 160,054

その他 2,080,761 2,126,367

販売費及び一般管理費合計 6,548,174 6,459,954

営業利益 3,615,736 4,000,943

営業外収益

受取利息 20,107 21,855

受取配当金 66,692 69,510

持分法による投資利益 124,459 149,584

受取保険金及び配当金 97,363 30,002

補助金収入 63,617 －

雑収入 37,198 34,242

営業外収益合計 409,438 305,194

営業外費用

支払利息 37,559 32,098

為替差損 94,520 92,894

固定資産除却損 30,037 3,141

雑損失 1,660 2,121

営業外費用合計 163,779 130,255

経常利益 3,861,395 4,175,883

特別利益

退職給付制度改定益 － 8,375

固定資産売却益 106,639 14,861

段階取得に係る差益 － 1,112,725

特別利益合計 106,639 1,135,962

特別損失

固定資産売却損 1,061 49,952

減損損失 134,991 －

ゴルフ会員権評価損 2,400 －

固定資産処分損 213,820 －

災害による損失 － 15,301

退職給付制度改定損 20,999 －

特別損失合計 373,273 65,254

税金等調整前当期純利益 3,594,761 5,246,591

法人税、住民税及び事業税 1,062,378 993,950

法人税等調整額 △42,599 124,682

法人税等合計 1,019,778 1,118,633

当期純利益 2,574,982 4,127,958

親会社株主に帰属する当期純利益 2,574,982 4,127,958
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 2,574,982 4,127,958

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △492,885 455,484

為替換算調整勘定 △54,371 △61,209

持分法適用会社に対する持分相当額 43,431 △160,546

その他の包括利益合計 △503,826 233,728

包括利益 2,071,156 4,361,686

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,071,156 4,361,686

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,565,500 2,826,219 25,880,842 △265,973 31,006,587

会計方針の変更による累積

的影響額
－

会計方針の変更を反映した

当期首残高
2,565,500 2,826,219 25,880,842 △265,973 31,006,587

当期変動額

剰余金の配当 △488,342 △488,342

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,574,982 2,574,982

自己株式の取得 △4,142 △4,142

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）

当期変動額合計 － － 2,086,639 △4,142 2,082,497

当期末残高 2,565,500 2,826,219 27,967,482 △270,115 33,089,085

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,418,678 350,562 1,769,241 － 32,775,829

会計方針の変更による累積

的影響額
－

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,418,678 350,562 1,769,241 － 32,775,829

当期変動額

剰余金の配当 △488,342

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,574,982

自己株式の取得 △4,142

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
△493,294 △10,531 △503,826 － △503,826

当期変動額合計 △493,294 △10,531 △503,826 － 1,578,671

当期末残高 925,384 340,031 1,265,415 － 34,354,501
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当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,565,500 2,826,219 27,967,482 △270,115 33,089,085

会計方針の変更による累積

的影響額
4,669 4,669

会計方針の変更を反映した当

期首残高
2,565,500 2,826,219 27,972,151 △270,115 33,093,755

当期変動額

剰余金の配当 △534,847 △534,847

親会社株主に帰属する当期

純利益
4,127,958 4,127,958

自己株式の取得 1,115 1,115

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）

当期変動額合計 － － 3,593,110 1,115 3,594,226

当期末残高 2,565,500 2,826,219 31,565,262 △268,999 36,687,981

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 925,384 340,031 1,265,415 － 34,354,501

会計方針の変更による累積

的影響額
4,669

会計方針の変更を反映した当

期首残高
925,384 340,031 1,265,415 － 34,359,171

当期変動額

剰余金の配当 △534,847

親会社株主に帰属する当期

純利益
4,127,958

自己株式の取得 1,115

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
455,342 △221,614 233,728 710,511 944,239

当期変動額合計 455,342 △221,614 233,728 710,511 4,538,466

当期末残高 1,380,726 118,417 1,499,143 710,511 38,897,637
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,594,761 5,246,591

減価償却費 897,623 789,577

減損損失 134,991 －

段階取得に係る差損益（△は益） － △1,112,725

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,582 △29

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,226 32,820

製品保証引当金の増減額（△は減少） △5,806 17,368

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,594 42,729

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △101,606 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 302,811 △123,496

受取利息及び受取配当金 △86,800 △91,365

受取保険金 △97,363 △30,002

支払利息 37,559 32,098

為替差損益（△は益） △41,302 182,704

持分法による投資損益（△は益） △124,459 △149,584

固定資産売却損益（△は益） △105,577 35,091

固定資産除却損 30,037 3,141

固定資産処分損益（△は益） 213,820 －

ゴルフ会員権評価損 2,400 －

退職給付制度改定益 － △8,375

退職給付制度改定損 20,999 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,266,992 403,038

たな卸資産の増減額（△は増加） △312,385 233,041

仕入債務の増減額（△は減少） 432,276 △134,657

未払消費税等の増減額（△は減少） 428,653 △258,060

その他 80,212 △18,450

小計 4,008,616 5,091,455

利息及び配当金の受取額 124,322 107,821

利息の支払額 △37,559 △32,098

法人税等の支払額 △938,662 △1,102,584

保険金の受取額 303,530 72,591

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,460,246 4,137,185
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △4,699,881 △2,199,761

有価証券の償還による収入 1,500,000 3,199,881

定期預金の預入による支出 △995,084 △840,063

定期預金の払戻による収入 563,305 963,578

有形固定資産の取得による支出 △510,517 △2,403,926

有形固定資産の売却による収入 415,136 86,474

有形固定資産の手付金収入 42,500 －

有形固定資産の除却による支出 △213,820 －

無形固定資産の取得による支出 △58,292 △258,124

投資有価証券の取得による支出 △3,536 △171,569

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 59,418

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,960,191 △1,564,090

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 400,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △420,000 △410,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △267,472 △238,349

自己株式の純増減額（△は増加） △252 △632

配当金の支払額 △486,995 △533,801

財務活動によるキャッシュ・フロー △774,720 △782,784

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21,027 △204,190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,295,692 1,586,120

現金及び現金同等物の期首残高 10,092,862 8,797,170

現金及び現金同等物の期末残高 8,797,170 10,383,290
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称

株式会社理研計器奈良製作所

台湾理研計器股份有限公司

理研計器商貿（上海）有限公司

RKI INSTRUMENTS,INC.

※ 持分法適用関連会社であったRKI INSTRUMENTS,INC.は、平成29年3月31日付で株式の追加取得を行い連結子

会社となりました。

(2) 非連結子会社名

理研計器テクノクラート株式会社

連結の範囲から除いた理由

理研計器テクノクラート株式会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 ２社

持分法適用関連会社の名称

東京ミクロ精器株式会社

RK INSTRUMENTS(S)PTE LTD

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

理研計器テクノクラート株式会社

RIKEN KEIKI KOREA CO.,LTD.

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から見て、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。

　

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と異なりすべて12月31日であります。なお、決算日と連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。

　

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

(イ) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(ロ) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

（ただし、特例処理の要件を充たす金利スワップ取引については時価評価せず、その金銭の受払の純額を金利

変換の対象となる借入債務に係る利息に加減して処理）

③ たな卸資産

(イ) 商品及び製品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ただし、一部製品については個別原価法

(ロ) 仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ただし、一部仕掛品については個別原価法

(ハ) 原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 31～50年

② 無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、その支給見込額に基づき計上しております。

③ 製品保証引当金

保証期間中に発生が見込まれるアフターサービス費用に備えるため、過去の支出実績を基準にして算出した見

積額を計上しております。

④ 受注損失引当金

受注済製品の販売時の損失に備えるため、連結会計年度末における未引渡しの受注済製品に対し、販売時に見

込まれる損失相当額を計上しております。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異（△121,824千円）は、発生時に全額費用処理しております。

　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金利息

③ ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の判定を省略しております。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から６ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。
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(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計

年度の費用として処理しております。

　

（会計方針の変更）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日。以下「回

収可能性適用指針」という。）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の

一部を見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金

資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加算しております。

この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が4,669千円、利益剰余金が

4,669千円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

報告セグメントに関する情報の記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

報告セグメントに関する情報の記載を省略しております。

　

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１. 製品及びサービスごとの情報

（1） 売上高

（単位：千円）

定置型ガス検知警報機器 可搬型ガス検知警報機器 その他測定機器 合 計

14,467,044 7,642,522 1,308,209 23,417,776

２. 地域ごとの情報

（1）売上高

日本
海外売上高

連結売上高
アジア 北米 欧州 その他の地域 合計

Ⅰ売上高（千円） 17,873,879 2,937,389 1,628,233 744,208 234,065 5,543,897 23,417,776

Ⅱ連結売上高に占

める割合（％）
76.3 12.5 7.0 3.2 1.0 23.7 100.0

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３. 主要な顧客ごとの情報

売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の外部顧客はないため、記載を省略しており

ます。
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１. 製品及びサービスごとの情報

（1） 売上高

（単位：千円）

定置型ガス検知警報機器 可搬型ガス検知警報機器 その他測定機器 合 計

14,978,695 7,189,734 1,189,242 23,357,672

２. 地域ごとの情報

（1）売上高

日本
海外売上高

連結売上高
アジア 北米 欧州 その他の地域 合計

Ⅰ売上高（千円） 18,079,527 3,183,288 1,245,910 673,845 175,100 5,278,145 23,357,672

Ⅱ連結売上高に占

める割合（％）
77.4 13.6 5.3 2.9 0.8 22.6 100.0

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の外部顧客はないため、記載を省略しており

ます。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

報告セグメントに関する情報の記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

報告セグメントに関する情報の記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 1,480円49銭 1,645円41銭

１株当たり当期純利益金額 110円97銭 177円86銭

（注）１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 2,574,982 4,127,958

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益 (千円)
2,574,982 4,127,958

普通株式の期中平均株式数 (千株) 23,204 23,208

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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７．その他

（１）役員等の異動

（平成29年６月28日付予定）

① 代表取締役

該当事項はありません。

　

② その他の役員の異動

(1) 新任 取締役候補

取締役 古布 真也（現 執行役員営業本部長）

(2) 新任 取締役監査等委員候補

取締役監査等委員 山本 茂 （現 興和不動産投資顧問株式会社顧問 兼 早稲田大学大学院 客員教授）

　※ 山本茂氏は、社外取締役候補者であります。

(3) 退任予定 取締役監査等委員

取締役監査等委員 尾坂 周作

　※ 尾坂周作氏は、社外取締役であります。

　

③ 執行役員の異動

(1) 昇任予定執行役員

取締役専務執行役員 技術開発本部長

　小谷野 純一（現 取締役常務執行役員 技術開発本部長）

取締役常務執行役員 管理本部長 兼 総務部長 兼 経営企画室長

　松本 哲哉 （現 取締役執行役員 管理本部長 兼 総務部長 兼 経営企画室長）

(2) 新任予定執行役員

執行役員 海外営業部長

　安達 眞一 （現 海外営業部長）

執行役員 生産本部長 兼 生産管理部長

　内野 吉見 （現 生産本部長 兼 生産管理部長）

執行役員 品質管理センター長

　川辺 哲也 （現 品質管理センター長）

(3) 退任予定執行役員

　大谷 晴一 （現 執行役員）

　安田 篤司 （現 執行役員 経営監査室長）
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（２）生産、受注及び販売の状況

　（単位：百万円未満は切捨表示）

前連結会計年度
(自平成27年４月１日
至平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自平成28年４月１日
至平成29年３月31日)

増 減
　 (△)

金額 構成比 金額 構成比

生産高※

％ ％

定置型ガス検知警報機器 8,965 56.5 9,364 59.4 399

可搬型ガス検知警報機器 5,907 37.2 5,386 34.2 △520

その他測定機器 994 6.3 1,014 6.4 19

合計 15,867 100.0 15,765 100.0 △101

受注高

定置型ガス検知警報機器 15,020 62.4 14,974 63.8 △45

可搬型ガス検知警報機器 7,740 32.2 7,272 31.0 △468

その他測定機器 1,304 5.4 1,232 5.2 △71

合計 24,065 100.0 23,480 100.0 △584

売上高

定置型ガス検知警報機器 14,467 61.8 14,978 64.1 511

可搬型ガス検知警報機器 7,642 32.6 7,189 30.8 △452

その他測定機器 1,308 5.6 1,189 5.1 △118

合計 23,417 100.0 23,357 100.0 △60

海外売上高（内数） 5,543 23.7 5,278 22.6 △265

受注残高

定置型ガス検知警報機器 2,118 73.0 2,114 69.9 △4

可搬型ガス検知警報機器 604 20.8 687 22.7 82

その他測定機器 178 6.2 221 7.4 43

合計 2,901 100.0 3,023 100.0 122

　※金額の表示は、販売価格換算で表示しております。
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